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1．問題
（1）研究課題

本稿では、日本、韓国、シンガポールの 3か国を取り上げて、若年雇用

と未婚化の関連を分析する。日本では、非正規雇用者や失業率の増加とい

う若年雇用の悪化が未婚化の大きな要因となっている。このような現象

が、韓国とシンガポールにおいても生じているか否かを明らかにする。

（2）アジアの少子化

分析の背景は次のとおりである。日本と主要なアジア新興国では少子化

が進行している。合計特殊出生率（以下「出生率」）をみると、日本 1.42

（2014 年）、韓国 1.19（2013 年）、シンガポール 1.19（2013 年）であり、

各国とも先進諸国の中で非常に低い水準である。この状況をみて、Jones

et al．（2009）は日本とアジアの新興国が超少子化（ultra low fertility）状

態であるという。少子化は欧州の先進諸国にもみられる現象であるが、そ

れと比較した場合、これらアジア諸国の少子化は非常に短い期間に生じて

いる。各国が人口置換水準を下回った年をみると、香港 1981 年、日本 1975

年、シンガポール 1977 年、韓国 1984 年、台湾 1985 年である。

アジア諸国の少子化は、出生率が非常に低く、晩婚化していること、そ

して婚外子が少ないために晩婚化が出産可能年齢を短くして、出生率が低
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くなっているという特徴がある（Cheung 2015）。欧州とアジア諸国の近

代化と家族を比較する落合（2013）は、1960 年代末以降、欧州諸国は「第

2の人口転換」と呼ばれる出生率が人口置換水準を下回り、同時に離婚率

が上昇し、同棲や婚外子が増加する状況になったのに対して、アジア諸国

は第 2の人口転換の現象のうち、出生率低下、結婚の不安定化、晩婚化・

未婚化は起きているものの、結婚と出産をつなぐ規範は依然強く、結婚制

度そのものはゆらいでいないという。

同棲と婚外子が少ないため、欧州諸国と異なり、アジア諸国では未婚率

の上昇が少子化に直結する。結婚制度はゆらいでいないといわれるもの

の、アジア諸国の早い国で 80 年代、遅い国は 90 年代から、特に都市部に

おいて、「結婚からの逃避（The Flight from Marriage）」（Jones 2005）

が起きており、これら諸国の出生率低下において「結婚の変化」（marriage

change）が重要な役割を果たした（Jones et al. 2009）。アジア諸国の急

速な経済成長を支えたのは人的資本への高い投資であり、その結果として

増えた都市部の高学歴者が未婚化しているとされる。この知見は日本にも

当てはまるものであり、わが国の 1970 年代半ば以降の出生率低下の 9割

は未婚率によってもたらされている（岩澤 2014）。

（3）少子化の要因

これら諸国の少子化、未婚化の具体的要因を論じた Jones et al．（2009）

は、若年層の晩婚化は、自分自身のキャリアや人的資本への投資を重視す

る意識や晩婚化に伴う女性の妊孕力低下などの要因によってもたらされて

いると指摘する。また、結婚後に欲しい数だけ子どもを持つことができな

い要因としては、雇用不安、子育ての経済的負担、仕事と家庭責任の葛藤、

高い子どもの「質」を求める意識、政府による子育て支援が不十分である

ことなどをあげている（同：208-209）。

さまざまな要因が絡んでいるアジア諸国の少子化であるが、中でも「女

性の社会進出とそれに伴う仕事と子育ての両立の困難仮説」は、中心的な
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要因として論じられている。McDonald（2009）は、女性の高学歴化や社

会進出はすすんだが、家族制度はジェンダー平等ではないために女性が家

庭的責任を負っており、女性にとって仕事と家庭の両立は難しいことが、

女性の晩婚化をすすめていると論じる。この仮説は、わが国の少子化研究

においても、最もメジャーな仮説である。Straughan et al．（2009）は、

シンガポールの出生率と関連する経済指標を統計分析した結果、経済成長

率と出生率の間には正の相関が、女性労働力率と出生率の間には負の相関

がみられることを指摘する。そして、シンガポールやアジア諸国では、女

性が就業するようになったが、家父長制が強く残っており、男性は世帯主

で稼得役割が求められ、家事や子育ては女性の役割になっていると述べ

る。Suzuki（2013）は、旧ソ連・東欧も含む世界的な少子化の進行状況の

差に、文化的な要因が関わっていることを指摘する。具体的な文化的境界

は、Reher（1998）らをふまえた北西欧・英語圏とそれ以外を分ける「強

い家族紐帯／弱い家族紐帯」の文化的差異と、独自に提唱した韓国・台湾

における「儒教家族」の規範とそれ以外の諸国における「封建家族」とい

う文化的差異である。これらの文化的差異は各国におけるジェンダー平等

度の違いを生み、その度合いが低いアジア諸国において少子化がもたらさ

れていると指摘する。

しかしながら、未婚化の進行が出生率低下の強い要因であるという点を

みると、「女性の社会進出とそれに伴う仕事と子育ての両立の困難仮説」で

アジア諸国の未婚化の要因の多くを説明できるだろうか。日本の未婚化の

要因については、この仮説よりも、「若年層における雇用の悪化仮説」の

方が整合的である（松田 2013）。若年雇用の悪化が未婚化をもたらすとい

う状況は、日本以外のアジア諸国においてもみられる可能性がある。急速

な経済発展を遂げてきたアジア諸国だが、近年は経済成長が鈍化してきて

いる。経済成長率が低下すれば、雇用環境は悪化して、若年層の雇用は悪

くなる。

McDonald（2009）は、グローバル化と急速な高学歴化が若者たちの経
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済的な豊かさへの欲求を高めた一方で、労働市場では特に 1997 年のアジ

ア通貨危機以降に悪化して雇用のリスクが高まったことが、晩婚化をすす

める要因になっているという。雇用不安が広がる状況では、人々にとって

自らの人的資本へ投資（教育、職業的経験）することが雇用リスクを減ら

す方法になる。このため、多くの人たちにとって家族形成はゴールである

ものの、若い世代はそれよりも、長時間労働をするなどして仕事へのコミッ

トメントを増やし、雇用リスクを減らそうとして、この結果、未婚化、少

子化がすすむ。

このMcDonald の指摘は、日本で増えている非正規雇用者よりも、正

規雇用者を念頭に置いたものとみられる。だが、若年層において非正規雇

用など不安定雇用が増え、そのために結婚したくても経済的な理由により

結婚することができない若者が増加している状況は、日本のみではない。

若年雇用について、本稿の分析対象国の現状を概観すると、日本は 1991

年のバブル経済崩壊、若年の非正規雇用者や失業者が増えた。韓国は、1990

年代後半の IMF危機や 2008 年のグローバル金融危機によって経済成長が

鈍化し、高等教育進学率が急増した「学歴インフレ」によって高学歴者の

労働力供給が過剰になったことも影響して、若年の非正規雇用者や失業者

が増えた（裵 2015；平田 2015）。これに対して、シンガポールをみると、

同国の経済成長率は日韓よりも高い水準であり、大量の外国人労働力を活

用していることからも、同国国民の雇用は比較的安定しているとみられ

る。同国は教育政策とマンパワー政策をリンクさせてもいる（シム 2009）

ため、学歴インフレに伴う労働需給のミスマッチが起こりにくい。

以上をふまえて、本稿では日本、韓国、シンガポールの若年雇用と未婚

化の関連を分析する。既存研究をふまえると、このうち日本と韓国におい

ては、若年層において非正規雇用など不安定雇用が増加したことが未婚化

を進行させる要因になっているとみられる。アジア諸国は家父長制や性別

役割分業が強いために男性に稼得役割が求められており、このために不安

定雇用が未婚化をすすめるという関係は、女性ではなく男性においてみら
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れるものと考えられる。これに対してシンガポールは経済成長率が鈍化し

たとはいえ、それは日韓よりも高いため、日韓両国でいうところの若年層

の雇用不安はまだ生じていないとみられる。

本稿の構成は次のとおりである。第 2章では、使用するデータ、変数、

方法を述べる。続く、第 3章で分析結果を示し、最終章で結論と含意を述

べる。

2．データ、変数、方法
（1）データ

本稿で使用するデータは、内閣府政策統括官が実施した「アジア地域（韓

国、シンガポール、日本）における少子化社会対策の比較調査研究」のア

ンケート調査である。この調査は、2009 年 2 ~3 月に日本、韓国、シンガ

ポールの 20 歳から 49 歳までの男女を対象に実施されたものである。標本

抽出方法は、日本は層化二段無作為抽出法、他国は割当法である。標本は

各国とも 1,000 サンプル回収を原則とし、調査員による個別面接調査（日

本のみ留置法を併用）によって実施された。各国の男女別サンプル数は、

日本（男性 508 人、女性 492 人）、韓国（同、513 人、487 人）、シンガポー

ル（同、508 人、492 人）である。主な調査項目は、結婚、出産、育児、

社会的支援、生活などの意識または実態である。詳細は内閣府政策統括官

（2009）を参照。本稿では、このデータの二次分析を行う。

（2）変数

分析に使用した変数は次のとおりである。

結婚・同棲経験：回答者本人の結婚・同棲経験を次の 4件法で尋ねた変

数である：「結婚している」「結婚はしてないが、同棲している」「結婚し

た事はあるが、今はそうではない」「結婚も同棲もしていない」。この変数

をもとに、「結婚経験」の有無をあらわすダミー変数も作成した。

恋人：恋人の有無を次の 4件法で尋ねた変数である：「現在、婚約者が
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いる」「現在、恋人がいる」「現在は居ないが、過去にはいた」「恋人との

交際経験はない」。

独身でいる理由：未婚者に対して独身でいる理由を複数回答で尋ねた変

数であり、選択肢には「結婚するにはまだ若すぎるから」「結婚する必要

性を感じないから」などの理由がある。

結婚に対する考え方：人生における結婚や同棲の必要性に対する考え方

を、「結婚は必ずするべきだ」から「必ずしも必要ではない」までの 6つ

の選択肢の中から最も近い意見ひとつを尋ねた変数である。このカテゴ

リーを統合して、「結婚は必ずすべきだ」「結婚はしたほうがよい」「結婚

はしなくてもよい（それ以外計）」の 3段階の変数も作成した。

属性変数：本人年齢、学歴（初等・前期中等教育／後期中等教育／高等

教育）1、職業（自営／自由（高度職）／正規雇用／非正規雇用／無職）2、

シンガポールの民族（中国系／マレー系／インド系／その他）を用いた。

（3）方法

以下では、まず国・性別に、結婚・同棲経験、恋人の有無、独身でいる

理由、結婚に対する考え方への基本的な集計を行う。その後、未婚化の背

景要因を分析するために、結婚経験のロジット分析および結婚経験・交際

経験の多項ロジット分析を行う。

3．分析結果
（1）婚姻状態

各国の結婚・同棲経験が表 1である。欧州諸国では婚姻率が低下する一

方で同棲が増えてきているが、先行研究と同じく、日本など 3か国では同

棲の割合は非常に低い。僅かな差ではあるが、日本よりも韓国とシンガポー

ルの方が同棲している者の割合は低い。「結婚も同棲もしていない」割合

は、3か国中で韓国が最も高い。

性・年代別に既婚率を集計した結果が図 1である。男女とも年代別にみ

た既婚率のグラフの形は、日本とシンガポールが類似している。20 代、30
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約者がいる」と「現在、恋人がいる」を合わせて交際相手がいる割合をみ

ると、男性では日本 29.3％、韓国 34.4％、シンガポール 36.3％であり、

日本が最も低い。同じく女性では日本 41.4％、韓国 42.7％、シンガポール

34.8％であり、こちらはシンガポールが最も低い。逆に、「恋人との交際

経験はない」割合を比較すると、男性では日本 20.1％、韓国 16.5％、シン

ガポール 38.0％、女性では日本 13.5％、韓国 12.3％、シンガポール 31.3％

であり、男女ともにシンガポールにおける割合が高い。以上から、現在お

よび過去の交際経験をみると、シンガポールの男女が最も交際経験が少な

いといえる。一方、日本と韓国の男女は、「現在は居ないが、過去にはい

た」割合が比較的高い。これは、シンガポールよりも日韓の男女は、交際

相手ができても、結婚に至らずに関係を解消することが比較的多いことを

示している。

表2 国・性別にみた恋人の有無

続いて、独身でいる理由が表 3である。各国の未婚者とも、「結婚する

にはまだ若すぎるから」をあげた割合が最も高い。特にそれは韓国とシン

ガポールで高い。各国の 2番目の理由をみると、日本の男女は「適切な相

手にまだめぐり会わないから」であるのに対して、韓国の男女は「結婚す

る必要性を感じないから」、シンガポールの男性は「今は、仕事（または
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学業）に打ち込みたいから」、同女性は「結婚する必要性を感じないから」

である。「結婚する必要性を感じないから」の割合は、韓国とシンガポー

ルの女性で約 3割に上っている。

表3 国・性別にみた独身でいる理由

（3）結婚に対する考え方

性・未既婚別にみた結婚に対する考え方が表 4である。「結婚は必ずす

べきだ」の割合に注目すると、結婚規範は日本人が弱く、韓国人とシンガ

ポール人が強い。日本の特徴は、性や未既婚の違いにかかわらず、「結婚

は必ずすべきだ」と考える者が少ないことである。韓国の男性は約半数が

「結婚は必ずすべきだ」と考えており、結婚規範が非常に強い。

「結婚はしなくてもよい」という回答は、シンガポールの未婚女性が 47.8

％で最も高い。未婚者と既婚者の意識差が最も大きいのはシンガポールで

ある。同国の女性をみると、既婚者の約半数が「結婚は必ずすべきだ」と

回答しているのに対して、未婚者の約半数は「結婚はしなくてもよい」と

答えている。
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表4 国・性・未既婚別にみた結婚に対する考え方

（4）多変量解析

続いて、多変量解析を用いて、各国の未婚化の背景要因を分析する。

分析に使用した変数の記述統計量が表 5である。結婚経験の割合は、各

国とも男性よりも女性の方が高い。男女とも結婚経験の割合は、3か国の

中で韓国が低い。結婚経験と恋人の有無を組み合わせた変数をみると、各

国とも「結婚経験なし・交際経験あり」者の割合の方が「結婚経験なし・

交際経験なし」よりも高くなっており、ここから各国の未婚者の多くが交

際はしつつも結婚に至っていない現状がうかがえる。「結婚経験なし・交

際経験なし」の割合は、日本と韓国はともに男性が 6％台、女性が 3％台

と低いが、シンガポールは男性が 13.2％、女性が 7.1％と日韓の 2倍近く

である。以上を総合すると、韓国は交際しつつも結婚に至っておらず、シ

ンガポールは結婚する者の割合は高い一方で、男女交際の経験のない者の

割合も高いという特徴があることがわかる。
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学歴をみると、日本と韓国、特に韓国男性は、高等教育の割合が高い。

シンガポールは、男性の 4割、女性の 5割が初等・前期中等教育であるな

ど、日韓よりも低い方まで学歴が分布している。

男性の職業の構成割合をみると、自営は韓国、特に韓国の男性において

多い。これに対して、自由（高度職）は日韓では僅かであるが、シンガポー

ルでは 1割前後を占める。正規雇用者の割合は、韓国よりも日本とシンガ

ポールの方が高い。本稿で注目している非正規雇用は、日韓の男性では 8

％程度いるが、シンガポールの男性では非常に少ない。以上をみると、男

性の雇用状況はシンガポールが最も良好であり、韓国が最も厳しいことが

うかがえる。

女性の職業をみると、正規雇用者の割合は、シンガポールが最も高く、

次いで韓国、日本の順である。逆に、非正規雇用者は、日本が最も多く、

次いで韓国、シンガポールの順である。多くの場合は専業主婦とみられる

が、女性で無職の割合は韓国 44.6％、日本 41.9％、シンガポール 37.4％

であり、いずれの国においても欧米諸国と比べて専業主婦が多い。以上を

ふまえると、日本に比べて韓国とシンガポールでは、女性は正規雇用で就

労するか専業主婦になるかという両極の選択肢の中で就労を決定している

傾向があるといえる。

国・性別に結婚経験を被説明変数とするロジット分析を行った結果が表

6である。男性をみると、日本と韓国では正規雇用者に比べて非正規雇用

者の結婚経験は大幅に少ない。これに対してシンガポールの男性では、正

規雇用者と非正規雇用者の間で結婚経験に有意な差はみられない。ここか

ら、いわゆる雇用の流動化が未婚化をもたらすという関係は日韓で顕著で

あることがわかる。また、各国とも、無職の男性は結婚経験が極めて少な

い。

これに対して女性は、いずれの国においても、正規雇用者よりも非正規

雇用者の方が結婚を経験しているほか、無職女性の結婚経験も多い。これ

は無職の方が結婚しやすいというよりも、結婚後にそれまでの仕事を辞め
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て専業主婦になる女性が多いためとみられる。すなわち、これら 3か国に

共通して、女性は未婚のうちは正規雇用者として就労しているが、結婚後

に非正規雇用者や専業主婦になることが多いといえる。

学歴の係数の大きさと方向は、いずれの国においても、高学歴者ほど結

婚経験がある人が少ないというものであるが、今回のサンプルにおいてそ

の有意な効果はみられたのは韓国の女性とシンガポールの男女である。韓

国の女性とシンガポールの男女においては、高学歴者は特に若いうちの結

婚確率が低い。シンガポールにおいては、中国系の人よりもマレー系やイ

ンド系の人の方が結婚経験率が高い傾向がうかがえる。

日本の未婚化についての先行研究では、男女とも正規雇用者よりも非正

規雇用者の方が、未婚者の割合が高いだけでなく、恋人がいない割合も高

いことが明らかになっている。同様の傾向が、今回の 3か国において共通

してみられるか否かを明らかにするために、結婚経験・交際経験の多項ロ

ジット分析を行った結果が表 7、8である。この分析の被説明変数は、結

婚経験と交際経験を組み合わせた、結婚経験あり／結婚経験なし・交際経

験あり／結婚経験なし・交際経験なしの 3つのカテゴリーの変数である。

説明変数は、前述のロジット分析のモデルから、学歴の変数を変更した以

外は同じである。

職業と交際経験の関係に注目すると、日本と韓国の男性において正規雇

用者よりも非正規雇用者は、結婚経験なし・交際経験ありと結婚経験な

し・交際経験なしの確率が高い。両者の係数を比べると、結婚経験なし・

交際経験なしになる確率がより高くなっている。これに対して、シンガポー

ルの男性では、そのような関係はみられない。女性の場合、職業と未既婚

の因果関係が男性とは逆であるため、各国とも基本的には非正規雇用者や

無職の者で結婚経験ありの確率が高くなっている。韓国の女性において非

正規雇用者において結婚経験なし・交際経験なしの確率が高い傾向がみら

れるが、この点については本分析の範囲では因果関係は不明である。
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5．インプリケーション
本稿では日本、韓国、シンガポールの若年雇用と未婚化の関連を分析し

た。分析から次の知見がえられた。

まず、結婚・同棲経験等についての基本的な分析から次の 4点が明らか

になった。第一に、分析したいずれの国においても欧州諸国と異なり、同

棲は極めて少なく、カップル形成はもっぱら結婚によってなされている。

その上で、年齢別に各国の結婚経験をみると、各国とも若年層において未

婚化が進行しているが、その傾向は韓国の若者において顕著である。第二

に、未婚者の交際経験をみると、分析対象国の中でシンガポールの男女が

最も交際経験が少ない。日韓の男女は、交際相手ができても、結婚に至ら

ずに関係を解消することが比較的多い。第三に、未婚者が独身でいる理由

は、各国とも「結婚するにはまだ若すぎるから」が最多であるが、それは

特に韓国の男女およびシンガポールの女性で多い。日本では＜出会いがな

い＞という理由も少なくないが、この理由は他国では少ない。第四に、結

婚規範は日本が最も弱く、韓国とシンガポールでは強い。

また、本稿では、日本と韓国では若年層において非正規雇用など不安定

雇用が増加したことが未婚化を進行させる要因となっており、シンガポー

ルではこのような関係は生じていないという仮説を設定した。アジア諸国

は家父長制や性別役割分業が強いために、不安定雇用が未婚化をすすめる

という関係は、男性においてみられると想定された。分析結果は、この仮

説を支持した。具体的には、日本と韓国の男性では、非正規雇用者が全体

の 1割弱を占めており、正規雇用者よりも非正規雇用者の結婚経験は大幅

に少なく、かつ非正規雇用者では交際経験もない者が多くなっていた。一

方、シンガポールでは、男性の非正規雇用者の割合はごく少数であり、非

正規雇用者と正規雇用者の間で結婚経験や交際経験に有意な差はみられな

かった。

同様の分析を女性についても行ったが、各国とも正規雇用者よりも非正

規雇用者の方が結婚を経験しているほか、無職女性の結婚経験も多くなっ
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ていた。日本と韓国では既に明らかになっていることであるが、それに加

えてシンガポールにおいても、女性は未婚のうちは正規雇用者として就労

しているが、結婚後に非正規雇用者や専業主婦になることが多い傾向があ

るといえる。

本稿の意義は、既存研究ではアジア諸国の少子化についての「女性の社

会進出とそれに伴う仕事と子育ての両立の困難仮説」が中心的な要因とし

て論じられてきたのに対して、「若年層における雇用の悪化仮説」のアジ

ア諸国への適用可能性を検証したことである。そして、日本と韓国では男

性の非正規雇用者の増加が未婚化をすすめる強い要因であるが、シンガ

ポールではそのような関係は生じていないことを明らかにした。このよう

な結果が生じた理由は、日本は 1991 年のバブル経済崩壊、韓国は IMF危

機やグローバル金融危機の後に経済成長が鈍化して若年雇用が悪化したた

めに、家族形成できない若者が増えたからである。シンガポールは、アジ

ア通貨危機後の世界経済の変動の影響を受けて、経済成長率が大きく上下

したが、近年まで比較的高い成長率を持続してきた。このため、少なくと

も本稿で使用したデータの調査時点において若年層に不安定雇用が広がっ

ていなかった。

なお、シンガポールの未婚化の要因について、「女性の社会進出とそれ

に伴う仕事と子育ての両立の困難仮説」の他に、自分が求める条件の相手

に出会うことが難しいという「結婚市場のミスマッチ仮説」も存在すると

いう指摘もなされている（Koh 2011）。また、Koh（2011）によると、同

国には同類婚と女性からみた学歴上昇婚の傾向がある。結婚市場のミス

マッチおよび学歴上昇婚は、わが国と同じ特徴である。日本との違いは、

経済成長が鈍化して若年層に間に不安定雇用が広がったか否かにある。こ

れらのことがらをふまえると、経済成長率が今後鈍化すれば、シンガポー

ルにおいても日本と韓国と同じ状況が発生する可能性はある。まだ一部で

あるが、シンガポールの少子化に関して、近年経済成長率が低下して、失

業率が増えたことが、出生率に負の影響をもたらす可能性を指摘する見方
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もなされている（Teng 2009）。

以上の知見をふまえると、「若年層における雇用の悪化仮説」は、アジ

ア諸国の経済成長率が鈍化した国、さらにいえばその国の経済成長段階に

おいて、適用できる可能性があることが示唆される。分析結果もふまえて、

本稿では次のようにより具体的した仮説を提示したい。すなわち、近年の

アジア諸国をみた場合、「①経済成長率の鈍化」→「②不安定雇用増加」→

「③未婚化・少子化」という関係によって少子化がもたらされる関係が生

じている。そしてアジア諸国の特徴も考慮すると、「正規雇用者と非正規

雇用者の待遇格差」「性別役割分業の強さおよびこれに関する志向」「若年

雇用政策の不足」という 3つの要因が、先の①②③の関係の強さを増幅す

ると考えられる。

最後に、本稿の課題としては、現職と結婚経験の関係を分析しているた

め、それらの因果関係を厳密に分析できていないことがあげられる。今後

別のデータを用いて、職業と未婚化の因果関係を検証したい。また、本稿

の分析をもとに発展させた前述の仮説を検証することも研究課題として残

されている。
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注

１ 日本と韓国は初等・前期中等教育の該当者が少ないため、初等・前期中等教

育と後期中等教育を統合したカテゴリー（変数名は後期中等教育）にした。

２ 自由（高度職）は、「自営業の専門職・自由業（医師、弁護士、会計士、俳優、
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プロスポーツ選手等）」である。対象者のうち、このカテゴリーの該当者は日本

と韓国ではごく少数である。自由（高度職）は比較的年収が高いとみられるた

め、日本と韓国についてはこの該当者をこちらも他のカテゴリーに比べて比較

的年収が高い正規雇用に含めている。
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